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平成27年度  当初予算

子育て支援・教育環境の充実に重点
一般会計予算規模は47億6,900万円

　一般会計の総額は47億6,900万円。村道拡幅改良や耐震性貯水槽整備、わか

ぶな高原スキー場のリフト改修をはじめ、中学校グラウンド改修など工事費の

増加によって、昨年度よりも３億5,100万円多い積極型予算となりました。

　また、小中学生を対象とした学校給食費補助、高校生及び中等教育学校生を

対象とした通学用定期券の補助、小学校での情報通信技術（ICT）事業、さら

に小中学校での教員助手拡充など、子育て支援や教育環境の充実に重点を置い

た予算としました。

■各会計の当初予算

　　一 般 会 計

国民健康保険特別会計

国保関川診療所特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

村有温泉特別会計

宅地等造成特別会計

簡易水道特別会計

公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

収　入

支　出

収　入

支　出

収益的収支

資本的収支

47億6,900万円

7億5,000万円

6,340万円

10億720万円

6,430万円

1,810万円

220万円

4,820万円

4億5,800万円

9,400万円

44億1,800万円

7億5,000万円

5,800万円

9億9,670万円

6,200万円

510万円

680万円

5,570万円

4億8,200万円

1億1,280万円

3億5,100万円

0万円

540万円

1,050万円

230万円

1,300万円

▲460万円

▲750万円

▲2,400万円

▲1,880万円

7.9%

0.0%

9.3%

1.1%

3.7%

254.9%

▲67.6%

▲13.5%

▲5.0%

▲16.7%

1億880万円

1億870万円

1,000万円

9,108万円

1億510万円

1億500万円

1,800万円

9,416万円

370万円

370万円

▲800万円

▲308万円

3.5%

3.5%

▲44.4%

▲3.3%

特
　
別
　
会
　
計

会　計　名 平成27年度予算 平成26年度予算
前　年　比

増減額 増減率

水道事業会計 平成27年度予算 平成26年度予算
前　年　比

増減額 増減率



村税
6億5,839万円
（13.8％）

地方交付税
21億8,800万円
（45.9％）

国・県支出金
5億6,472万円
（11.8%）

人件費
7億6,285万円
（16.0%）

公債費
6億1,340万円
（12.9%）

投資的経費
6億8,786万円
（14.4%）

物件費
10億1,279万円
（21.2%）

繰出金
5億9,980万円
（12.6%）

補助費等
5億2,870万円
（11.1%）
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自主財源 27.4％

依存財源 72.6％

繰入金　3億4,133万円（7.2%）

その他（諸収入、繰越金など）
　　1億7,015万円（3.6%）

分担金、負担金、使用料及び手数料
　　　1億3,471万円（2.8%）

●村税
　主なものとして、固定資産税は４億828万円、村民税は１億

7,360万円、たばこ税は3,878万円、入湯税は1,774万円、軽自

動車税は1,797万円となっています。

●繰入金
　主なものは、環境衛生施設整備基金から4,130万円、介護保

険事業会計繰出金の財源として地域福祉基金から2,500万円、

スキー場リフト改修工事及びスキーセンター外壁改修工事の財

源として商工観光振興対策基金から6,300万円、財源不足を補

うため財政調整基金から２億円をそれぞれ計上（貯金を取崩）

しました。

●繰出金
　下水道会計や水道会計など、料金収入で賄いき

れない特別会計に対して支出するものです。

　その他国保会計、後期高齢者医療会計、介護保

険会計などに対する、法律に基づいた村の負担金

も含まれています。

●公債費
　公債費とは借金返済額のことです。前年度より

4,098万円増加しています。

●投資的経費
　道路、橋りょうなど各種社会資本の新増設を行

う際の経費です。国の社会資本整備総合交付金を

活用して、上野新中束線の道路改良、老朽化して

いる消雪パイプの更新事業や橋りょう点検、中学

校グラウンド改修工事など、前年度よりも１億

9,775万円増加しています。

平成27年度 予算説明

歳入（一般会計）

47億6,900万円

歳出（一般会計）

47億6,900万円

自主財源 27.4％

依存財源 72.6％

村債
5億5,260万円
（11.6%）

譲与税・交付金等
1億5,910万円
（3.3%）

扶助費
2億9,204万円
（6.1%）

維持補修費
1億4,947万円
（3.1%）

貸付金
1億1,500万円
（2.4%）

積立金209万円（0.1%）

予備費500万円（0.1%）

村税
6億5,839万円
（13.8％）

地方交付税
21億8,800万円
（45.9％）

国・県支出金
5億6,472万円
（11.8%）

人件費
7億6,285万円
（16.0%）

公債費
6億1,340万円
（12.9%）

投資的経費
6億8,786万円
（14.4%）

物件費
10億1,279万円
（21.2%）

繰出金
5億9,980万円
（12.6%）

補助費等
5億2,870万円
（11.1%）


